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田中 重人 (東北大学) 
「妊娠のしやすさ」改竄グラフ問題 
2015 年 8 月、妊娠・出産に関する「医学的・科学的に正しい知識」をはじめて盛り込んだとい
う保健副教材改訂版が高校に配布された。その第 20 節「健やかな妊娠・出産のために」には、女






なし) などが紹介されている。問題のグラフが出てくるのは、その直後の第 20 節。つまり、早く
結婚して子供を産むよう促す話の流れの中にある。  







(2013年 6月 25日) などと、グラフ以上に数値の落ち込みを誇張した説明文つきである。要するに、
政府と専門家が結託してデータを捏造し、高校生が早く子供を産むように誘導するプロパガンダ
を展開しているのではないか、というのだ。  
このような騒ぎのなか、文部科学省は当該グラフの訂正を発表した (2015年 9月 2日に正誤表を







吉村氏が問題のグラフ (図 1 (a)) を提供したのであるが、このグラフについて、吉村氏は、「誰が
作製したのか分からないが、産婦人科では長年広く使われてきた」(毎日新聞 2015年 8月 26日) と
語ったと報じられている。しかし、その後市民団体からの質問に吉村氏が回答 (2015年 12月 28日
消印) したところによれば、グラフは吉村氏自身が作成したものという(2)。  
実は、2015年 3月 2日に日本産科婦人科学会等の 9つの学術団体が内閣府に「学校教育におけ








この「妊娠のしやすさ」グラフのもとになったのは、Bendel and Hua (1978) による年齢別の受胎
確率 (fecundability) の推定結果である (田中 2015)。 16–19歳の部分は、台湾における 1960年代の
調査データ (Jain 1969) から、ある年齢で結婚した女性の結婚から妊娠までの平均的な月数を求め、
その逆数となる 1か月あたり受胎確率を割り出している (図 2の +)。20–24歳の数値も台湾データ
によるものだが、この年齢層全体での平均値を求め、それをグラフ全体の基準 (=1.0) としている 
(図 2の □)。25歳以上については、北米のハテライト(4) の 1950–60年代の調査データ (Sheps 1965) 
から、20代前半までに結婚した女性に限定して 25歳以降の年齢別出生力を求め、それにほかのデ
ータから年齢別の流産率・死産率・不妊率などを外挿した妊娠・出生過程の確率モデルを適用し


















題が指摘されている。 James (1979) は、推定のもととなった Sheps (1965) のデータに基づいて、女
性の出生率を規定する要因は年齢そのものというより結婚からの経過年数であることを指摘し、
Bendel and Hua (1978) が推定した受胎確率低下の大部分は、結婚期間が長くなるにつれて性行動が
不活発になるという要因で説明できると論じた(6)。Wood (1989: 77; 1994: 296) も同様に、結婚期間
の長さが性行動の変化を通じて受胎確率に影響している可能性を指摘している。  







推定結果の 20–24歳部分を Wood (1989: Fig. 2.7; 1994: Fig. 7.5) が改変して曲線を描き (図 2の細線)、
22歳のピークをつくりだした。それをさらにずらして写したのが O'Connor et al. (1998: Fig. 3) であ
る (図 2の太線)(7)。また、点の数を大幅に減らし、20代後半から 30代の値が本来の推定値より下





























「第 4次男女共同参画基本計画」(2015年 12月 25日閣議決定) には、「性差」という単語が 18
回出現する(8)。その多くは「身体的性差を十分に理解」することが「男女共同参画社会の形成に当
たっての前提」といった主張であったり、「性差医療」の推進を謳ったものである。一方で、
















1. 吉 村 氏 が 代 表 を つ と め る 「 吉 村 や す の り 生 命 の 環 境 研 究 所 」 ウ ェ ブ サ イ ト 内 の ブ ロ グ 
(http://yoshimurayasunori.jp/blog/) の 2013年 6月 25日、2014年 8月 11日、2014年 11月 15日の記事。2015年 3
月 4日の講演資料 （http://www.kenko-kenbi.or.jp/uploads/20150304_yoshimura.pdf)。そして 2015年 3月 2日に吉





3. 日本家族計画協会 (2015a) では、要望書の提出は「1月下旬」となっていた。これを「3月 2日」に訂正すると
いう記事が『家族と健康』739号 2面 (2015年 10月) に載っている。なお、同記事には「参考資料にも一部訂正
がございます」とあるが、実際には資料の訂正はおこなわれていない (2016年 1月 22日確認)。  
4. 「ハテライト」(Hutterites: キリスト教フッター派) は、宗教的な理由から避妊と人工妊娠中絶を拒否してきた集
団。生活水準が高くて健康状態がよいために出生力が高く、また信頼性の高い統計がえられるという事情から、
歴史人口研究に頻繁に登場する (大塚 2002: 488)。  
5. Bendel and Hua (1978) を引用する文献数は、Scopus で 7件、Web of Sciences で 13件、Google Scholar で 16件 
(ヒットは 17件だが、うち 1件は文献一覧に記載なし) である (2016年 2月 3日)。重複しているものを差し引き、
さらに他の方法で見つけた文献をふくめると、全 23 件となる (田中 2016)。これらのなかに、データと推定方
法をくわしく説明しているものはないので、Bendel and Hua (1978) か、ほぼおなじ推定方法の説明が載ってい
る博士論文 (Bendel 1978) を参照しないと、方法の検討はできない。なお、Bendel (1978) を引用した文献は見当
たらない。  
6. James (1979) は、このほかに、不妊率の外挿データが妥当でない可能性を示唆している。  
7. 田中 (2015) も参照。これらの曲線の異同については、J. Wood, K. A. O'Connor, D. J. Holman の 3氏に電子メール
で照会している (2015年 10月 4日) が、現在のところ返信を受け取っていない。  
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(2015年 8月 25日確認) 





(2016年 2月 1日確認) 
 (b) 文部科学省 (2015)『健康な生活を送るために（高校生用）』p. 40 (訂正後) 
 




図 2  各文献の年齢別受胎確率データの比較 
